
ラオス民法典の概要（各論）

ＪＩＣＡ法の支配発展促進プロジェクト長期派遣専門家　

弁護士　入　江　克　典

　本稿は，ＩＣＤ ＮＥＷＳ７９号（２０１９年６月号）で寄稿した「ラオス民法典の概

要（総論）」に続き，ラオス民法典の編ごとの概要，特徴的な規定，論点，将来の改正に

残された課題等を紹介するものである1。なお，ラオス民法典の目次は別紙のとおりである

ので適宜ご参照いただきたい。

第１　総則（第１編）

　１　概要

　　　第１編は，「目的及び民法典適用の範囲」の章（第１章）において，用語の説明（３

条），実務慣習（６条），民法典の適用範囲（５条，７条）等を規定し，「民法典にお

ける基本原則」の章（第２章）において，ラオス民法典における信義誠実の原則とも

言いうる「善良な意思及び良心」（１１条）等を規定している2。さらに，紆余曲折を

経て民法典で新たに導入した「法律行為」（第３章），日本民法等を参考に新設した「代

理」（第４章），同じく新設した「期間」（第５章），実体法の概念として整理し直した

「時効」（第６章）を置いている。

　　　本編は，いわゆる民法総則であるが，第２編の「人及び法人」と分離して規定され

たことから，６０条程度の比較的軽い構成となっている3。また，フランス民法の影響

を受けた契約内外債務法（２００８年）から民法総則で規定すべき条文を抽出して構

成したものなどを除いては4，その多くが新しい規定となっている。

　２　法律行為（第３章，１５条以下）

　　⑴　法律行為は，１５条において，「法律行為とは，人，法人及び組織の任意の意思

表示による行為であり，民事の権利義務を発生，変更又は終了させるものである。」

と定義されている。１６条の「法律行為の種類」において，単独法律行為，相互法

1 本稿（各論）を執筆するにあたっては，民法アドバイザリーグループ（民法ＡＧ）による民法典草
案に対するコメント（主として２０１６年４月及び２０１８年２月におけるコメント），石岡修元長期
派遣専門家作成「報告書」（２０１２年－２０１７年），「民法典草案の概要に関するメモ」（２０１７
年２月），その他資料，法律人材育成強化プロジェクト（フェーズ１及び２）長期派遣専門家作成「週
間報告書」（２０１２年－２０１７年）等を参照した。
2 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会等との協議（２０１９年３月本邦研修）における「善良な
意思及び良心」に関する議論。
3 なお，ベトナム民法典は１５７か条，日本民法典は１７４か条（ただし改正による一部条文追加又
は削除あり）。
4 総則部分におけるフランス法の影響については，野澤正充「契約及び契約外債務，人的担保－ラオ
スにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究７７号（有斐閣，２０１５年）１３８頁参照。
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律行為及び多角的法律行為の３種類があることが説明されている5。

　　⑵　「法律行為の要件」として，目的，任意性，行為能力及び形式の４つが規定され

ているが（１７条），そのうち「目的」において，明確性，実在性，適法性に加えて，

実現可能性があることが要求されている（１８条２項）6。また，法律行為の「形式」

として，文書，口頭又はその他でなされる旨規定されており（２１条），消費貸借

契約（４３０条４項），賃貸借契約（４３４条６項）等個別の規定において要式性

が要求されている。なお，実務上は，要式行為が口頭でなされていても法律行為を

有効として処理しているようであり，要式性を要求する条文は紛争時に備えて書証

の作成を促すという意味が大きいものと思われる7。

　　⑶　ラオス語で法律行為を意味する「ニティカム」は，そもそも「法令」の意味で憲

法５３条２０号・７７条１１号，法令制定法等で使用されている用語である。その

ため，政府関係者等から，「ニティカム」を「法律行為」の意味でも使用すること

に対する強い懸念が表明され，「民事法律行為（ニティカムタンペーン）」という用

語に修正されるべきとの意見もあった8。しかしながら，民法ＡＧを通じ，フランス

民法典（２０１６年改正）１１００条１項，１１００－１条１項が用いている acte 

juridigue の acte が「行為」とともに「証書」，「法令」の意味をもっていることの

例等を挙げながら国民議会常務委員会等に対し説明を尽くした結果9，法律行為に対

しても「ニティカム」の用語が採用されることとなった10。

　　⑷　法律行為の有効・無効（２２条－２８条）についてはフランス法の影響を受けた

契約内外債務法（２００８年）から多くの部分を踏襲している11。条件・期限（条件

付法律行為〔２９条〕・期限付法律行為〔３０条〕）は日本民法等を参照し新たに導

入した。

　３　代理（第４章，３１条以下）

　　　代理については，民事訴訟法（２０１２年，８８条）に規定のある訴訟代理のほか，

個別の規定が存在しなかった。民法典では，日本民法を参考にしたうえ，無権代理及

び越権代理行為に関する表見代理の規定が置かれているが（４０条２項，４１項２項），

理論的な整理及び実務上の活用は今後の課題である。

　　　なお，民法典が２０１７年５月に国民議会にて審議された際には，「代理人の法律

5 具体例も条文に規定されており，単独法律行為については，免除及び遺言，相互法律行為については，
売買及び賃貸借，多角的法律行為については，パートナーシップ及び協会の設立が挙げられている（１６
条）。
6 実現可能性を要求する点，債権法改正前の日本民法と同様に考えられる。
7 大川謙蔵「総則，人・法人－ラオスにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究７７号（有斐閣，
２０１５年）１１７頁参照。
8 政府内民法典草案説明会議（２０１８年７月）等。なお，ベトナム民法典（２０１５年，１１６条
以下）でも「民事取引」という用語が使用されている。
9 ラオス民法ＡＧ「ラオス民法典草案における『ニティカム』の用語について」（２０１８年１０月）。
10 ただし，「民事法律行為」に修正すべきとの主張に配慮し，「法律行為（ニティカム）とは，民事法
律行為（ニティカムタンペーン）をいう」という規定（３条３号）が残っている。
11 入江克典「ラオス民法典の概要（総論）」ＩＣＤ ＮＥＷＳ７９号（２０１９年６月）３６頁参照。
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行為の瑕疵」に関する規定（日本民法１０１条参照）が置かれていたが，起草委員会

にて理解を整理できなかったことから成立した民法典には規定されていない。

　４　時効（第６章，４９条以下）

　　　取得時効は，所有権法（１９９０年，４２条）で規定されていたのと同様，善意者

のみ，不動産の場合は２０年，動産の場合は５年の期間で認められる（５１条）。平穏，

公然及び継続占有に関する推定規定が存在し（２３９条１項２項），平穏，公然及び

継続占有により善意占有が推定される（２３７条１項）。

　　　消滅時効は，契約内外債務法（２００８年，１０２条）では提訴時効として規定さ

れていたが，民法典において実体法的に整理された。法律に規定のある場合を除き，

建築契約については１０年間，それ以外の契約及び損害賠償又はその他の請求権につ

いては３年の消滅時効にかかる旨規定されている（５２条）。

第２　人及び法人（第２編）　

　１　概要

　　　第２編は，「人」の章（第１章）にて，権利能力，人格権，行為能力，後見，住所

及び失踪等が規定され，「法人」の章（第２章）にて，一般原則のほか協会及び財団

が規定される。

　　　「権利能力」や「人格権」は民法典において新しく導入された概念である。「行為

能力」については，民事訴訟法（２０１２年，３３１条－３３６条）において行為能

力が限定された者又は喪失した者の判決に係る規定があり，契約内外債務法（２００

８年，９３条）においても元となる規定があったが，その多くが新しく規定されたも

のである。「失踪」については民事訴訟法（２０１２年，３３７条－３４２条），家族

法（２００８年，２０条）等がそれぞれ規定していたものであり，これを整理したも

のである。

　　　「法人」は，企業法，協会に関する首相令及び財団に関する首相令等を基に，ベト

ナム民法典を中心に参照しながら，権利能力の主体として整理した概念である。

　２　行為能力制度

　　　人について行為能力を「限定」した者（７０条）と行為能力を「喪失」した者（７

１条）に関する規定が置かれている。なお，法人についても権利能力に関する規定の

ほか（１０３条），行為能力に関する規定が存在する（１０４条）。

　　　起草委員会内の議論によれば，行為能力の「限定」と「喪失」との違いは，能力の

程度ではなく，行為能力の喪失が一時的か恒常的かで判断されるとのことである。意

思能力と行為能力との違いは明確ではなく，行為能力の「限定」にはアルコールによ

り酩酊した場合等も含むというが，裁判所が行為能力の「限定」をいかに認定するか

は明らかでない12。

12 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会等との協議（２０１８年３月本邦研修等）。
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　　　行為能力が「限定」又は「喪失」した者であると認定する判決がなされた場合（７

６条，７７条），後見人の同意又は代理によらない法律行為は相対的無効として取り

消すことができる（２４条２号，２７条）。もっとも，この裁判所の判決について登

録する制度は存在せず，村にて情報を把握・管理するに留まっているとのことであ

る13。

　３　失踪及び死亡宣告

　　　失踪及び死亡宣告制度に関する規定が置かれている（９２条以下）。失踪宣告に死

亡みなしの効果はなく，財産管理人が選任されるなどの効果が生ずるに留まる（９５

条）。死亡宣告は，失踪宣告とは切り離され，さらに長期の失踪期間の要件をもって

宣告がなされることにより，相続が開始されるなどの効果が生ずる旨規定されている

（１００条）14。

　４　一人会社

　　　起草委員会内において，「人の集まり」による法人（社団法人）が，企業法（２０

１３年，１７５条以下）において認められる一人会社（一人だけの有限会社）と矛盾

しないかが議論となっていた。草案最終化の段階で再度問題となり，「法人は一人に

より設立することができる，これを一人会社と呼ぶ。」との項が追加された（１０５

条２項）。日本側から，特別法である企業法の規定とは何ら矛盾しないこと，全ての

法人が一人で設立できると読めるため適切ではないこと等の指摘をしたが理解を得ら

れず，上記の内容が維持された15。次回の民法典の改正の際に再度検討を要する。

第３　家族（第３編）

　１　概要

　　　第３編は，「一般原則」（第１章）において，婚姻の権利自由（１４１条），一夫一

妻制（１４２条）等が規定され，後述のとおり議論のあった「婚約及び婚姻申込」（第

２章）の規定が続く。「婚姻」（第３章）において，婚姻の要件（１５０条），登録（１

５２条）に関する規定のほか，結婚式に関する任意性・節約の推奨に関する規定が置

かれている（１５３条）。「夫婦間の関係」（第４章）において，夫婦間の対等な権利・

義務に関する規定（１６１条，１６２条），夫婦の選択的別氏制度（１６３条）等が

規定されている。「夫婦の財産」（第５章）において，婚姻財産の共有（１６８条，１

６９条）等が規定されている。「夫婦の終了」（第６章）において，離婚の要件・手続

（１７３条－１７７条），財産分与（１８１条）等が規定されている。「父母と子の関

係」（第７章）において，実親子関係に関し，同関係の成立に関する規定（１９４条），

13 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会等との協議（２０１８年５月現地セミナー）におけるソム
サック氏発言。
14 ベトナム民法典（２０１５年），中国民法総則（２０１７年）も同様の構成である。日本民法におい
ても不在者の財産管理制度と相続開始のための死亡みなしという二段階の構成を取っている点は同様
といえる（日本民法２５条，３０条。２０１８年３月本邦研修等の議論）。
15 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会等との協議（２０１８年８月現地セミナー等）。
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婚外子の父の認知の規定（１９７条）のほか，実親子関係の否認の制度（１９８条）

が新設された16。養親子関係に関し，成立要件として養子となる者が未成年であるこ

と等（２００条，２０１条），効果として実父母との親族関係が終了すること等（２

０５条）が規定されている。縁組の解消に関し要件等が列挙されているが（２０６条），

協議離縁に関する規定はない。「父母及び子の権利および義務」（第８章）において，

親の法定代理権（２１５条），扶養義務（２１７条），子の親に対する扶養義務（２１

８条），親権の剥奪（２２０条）等の規定が置かれている。「未成年後見人の選任」（第

９章）において，同後見人の選任方法（２２２条），権利及び義務（２２３条）等が

定められている。

　　　本編は，家族法（２００８年）を基にしつつ17，家族登録法（２０１８年）や首相

令から規定が補充されており新しい規定は少ない。「相続」（第８編）と離して民法典

の前の方に規定されている点特徴的である18。

　２　村及び村長の存在を前提とした制度設計19

　　　家族法（２００８年）で採用されていた，正式な統治機構の機関ではない村及び村

長の存在を前提とした制度が民法典でも維持されている。例えば，婚姻登録に際して

男女は村を通じて婚姻申請書を提出することと規定されている（１５２条）。任意離

婚に際して夫婦は離婚申請書を居住する村の村長に提出するが，村長は夫婦に対し仲

直りするよう促し説得する義務がある（１７４条）。子の出生に際しては村長に対す

る報告が要求され，村長は出生証明書を発行する義務がある（１９５条）。未成年後

見人に関し，村長に同後見人の選任義務及び監督義務がある（２２２条１項）。

　３　ラオスの伝統・慣習と実態との調整

　　　民法典においてもラオスの伝統，慣習，少数民族保護等の現行家族法の精神が尊重

されている一方，社会的実態との調整が必要な規定もあり多くの検討を要した。

　　　婚姻年齢（１５０条１号：１８歳以上）に関して，地方では特に少数民族の間にお

いて１８歳未満で事実上の婚姻が行われている実態がある20。家族法（１９９０年）

では存在した婚姻年齢に関する例外規定が２００８年改正の際に削除された経緯があ

り，民法典でも例外規定が置かれることにはならなかった。また，一夫一妻制（１４

16 実親子関係の否認の制度（１９８条）は法的親子関係と血縁的親子関係との違いが十分に理解され
ておらず，現段階では親権剥奪との混同も見られる（２０１９年３月本邦研修における議論等。西希
代子「家族，相続－ラオスにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究７７号（有斐閣，２０１５年）
１２５頁）。
17 家族法（２００８年）は，ロシア，中国，ベトナム，フランス法等に由来する規定及びそれらの独
自の解釈を基にした規定が散見される（西・前掲注１６〔１２０頁〕）。
18 家族法は，社会主義国において国家の最小単位である家族に関する重要な意義を有するため，ロシ
ア法・ベトナム法のように単行法としている国が少なくない。他方，相続法は，ロシア法，ベトナム
法で見られるように，相続が基本的に不労所得であるためか，民法典の後方に置かれることが多い（西・
前掲注１６〔１２４頁〕）。
19 西・前掲注１６（１２５頁）参照。
20 アッタプー県意見聴取会議（２０１７年１２月），サイニャブリー県意見聴取会議（２０１８年２月）
等。
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２条）や近親婚の制限（１５１条）についても少数民族においてこれとは異なる実態

があるも同様に例外を認めなかった。これらは世界的な価値観，国際規範に基づく判

断である。

　　　婚約（１４５条）は，婚姻の要件が具備されていない段階で行われるもので，婚姻

申込（１４７条）は婚姻の要件が具備された段階で行われるものであり，いずれも男

性側から女性側を訪れ金品等を授与するとともに申込むものとされ，実際にも女性側

の申込は行われていない21。婚約及び婚姻申込に関しては，起草委員会内及び首都・

地方の意見聴取会議で様々な意見があった。例えば，婚約に関し，古い慣習であり現

在は婚姻申込と区別されていないから規定は不要であるとの意見があった一方，家族

法の２００８年改正で新たに追加された条文であり現在も必要性は残っているとの意

見があった。また，婚約及び婚姻申込の不履行によって損害賠償責任まで負うべきか

について様々議論があった。最終的には婚約及び婚姻申込ともに家族法（２００８年）

とほぼ同一の内容で残すこととした。

第４　物，所有権及び物に対するその他の権利（第４編）

　１　概要

　　　第４編は，物の定義等を定めた「物」の章（第１章），後述のとおり議論のあった「占

有」の章（第２章），旧ソビエトやベトナム法の影響を受けた所有権法（１９９０年）

の規定を踏襲した「所有権」の章（第３章）及び「所有権の形態」の章（第４章），

ベトナム法やドイツ法等を参考に新設した「共同所有権」の章（第５章），日本法を

参考に新設した「添付」に関する規定（３００条以下）を含む「所有権の取得」の章

（第６章），所有権の喪失原因を「終了」として規定している「所有権の終了」の章（第

７章），相隣関係等を規定した「所有権の使用範囲」の章（第８章），物権的請求権等

を規定した「所有権の保護」の章（第９章），日本法等を参考に新たに制度を創設し

た「地役権」（第１０章）及び「地上権」（第１１章）の章から構成される。

　　　ラオス民法典は，本編と債権に関する編（契約内債務〔第５編〕及び契約外債務〔第

６編〕）とが区分けして編纂されておりパンデクテン体系の要素を含むものであるが，

ベトナム民法典（２０１５年）と同様，「物権」という概念を用いて整理されている

ものではない。

　　　なお，土地に関しては，土地法（２００３年）において，土地の管理・使用をめぐ

る国家の権限・責務と国民の権利・義務，土地紛争の解決手続等に関する公法規定が

定められている22。

21 婚約はいわゆる許嫁に近く，婚姻申込は日本における婚約に近い印象である。両者とも「伝統的な
男女の不平等な取扱い規定」と評され（西・前掲注１６〔１２５頁〕），この種の規定として他には
１７８条（「離婚請求の不許可」：夫は妻が妊娠中又は子どもが産まれてから１年が経過するまでの間
は離婚を請求する権利を有しない）がある。
22 なお，土地法改正法案が第８回国民議会第７回通常審議（２０１９年６月）を通過した。
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　２　物及び所有権の概念

　　　所有権法（１９９０年，１条）において，所有権は，財物（サップシンコーン）の

占有・使用・収益を行う包括的かつ絶対的な権利と定義されており，財物（サップシ

ンコーン）とは有体物を意味することから，所有権は有体物を客体としていた23。

　　　他方，民法典においては，物（サップ）は有体物及び無体物からなるとしたうえで，

所有権の客体としても無体物を含む物（サップ）とする意見も主張された24。しかし

ながら，所有権の成立する範囲が不明確となること，所有権侵害の有無の客観的判定

が困難となること等を理由とし25，最終的には，物（サップ）は有体物及び無体物か

らなるとの説明を残しつつも（２２７条１項）26，有体物とは財物（サップシンコーン）

であり不動産と動産が存在すると規定したうえで（同条２項），所有権は，現行法と

同様に，財物（サップシンコーン），すなわち有体物のみを客体とした（２４９条）。

　３　占有

　　　所有権法（１９９０年，１条）において，占有権は独立の権利としては観念されて

おらず，所有権の一内容として定義されていた27。これに対し，民法典においては，

占有権を所有権から独立した権利として制度化すべきとする意見もあったが，実務上

の混乱が大きい等の理由で受け入れられなかった28。最終的には，ベトナム民法典（２

０１５年）同様，所有権の一形態である「占有権」と区別し，「占有」を独立の章と

して規定することとした。

　　　さらに，所有権法（１９９０年）より規定があったもののほか，直接占有・間接占

有，善意占有・悪意占有等占有の概念を整理するとともに（２３５条），平穏・公然・

継続占有に関する推定規定（２３９条）等を新設した。なお，日本民法において「占

有権」の章に規定されている現実の引渡し，簡易の引渡し，占有改訂及び指図による

占有移転は，ラオス民法典においては，単なる「占有の移転」ではなく「所有権の移

転を伴う占有権の移転」と整理され，「所有権の取得」の第６章に規定が置かれてい

る（２９４条－２９７条）。

　４　地役権・地上権

　　　土地利用促進の観点から地役権及び地上権の制度を導入するか否かについては，起

草委員会内で繰り返し議論を重ねたが29，利用者及び制度を運用する政府機関（天然

23 松尾弘「財及び所有権，物的担保－ラオスにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究７７号（有
斐閣，２０１５年）１２８頁。
24 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１４年８月現地セミナーなど）。
25 松尾・前掲注２３（１３３頁）。
26 ２２７条１項のみを読むと物及び所有権の概念が日本法やドイツ法と異なるように見えるが，そう
ではない。
27 ただし，所有権法（１９９０年）６８条は，所有権に基づかない占有者にも物の返還や妨害排除に
関する権利を認めている。
28 民法典起草委員会における協議（２０１４年８月リトリート）。
29 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１４年８月現地セミナー，２０１７年８月
現地セミナーなど）。
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資源環境事務所等）へのさらなる理解の促進は不可欠である。

　　　まず，地役権に関して，地役権を意味する「タートサパープ」との語は，「奴隷」

を意味する「タート」と「状態・状況」を意味する「サパープ」を組み合わせたもの

で，「応じなければならない状況」を意味し，「権利（シット）」を意味するものでは

ない30。地役権の定義を定めた３３９条１項も，「地役権（タートサパープ）とは，自

然及び法律，契約又はその他の法律行為によって生じる，応じなければならない実際

の状態をいう。」と規定し，地役権（タートサパープ）が「権利」であることを明ら

かにしていない31。今後，土地利用者が地役権を用いて土地を有効活用し，政府機関

がこれを促進していくにあたって，「権利」としての活用の意識を持てることが重要

となると考えられる。

　　　次に，地上権に関しては，土地賃貸借契約（４３４条）又は国家が契約当事者とな

る場合の土地コンセッション契約（４３９条）との相違について整理する必要があっ

た。区分所有建物に対応した敷地権として区分地上権を利用すること32，将来高速道

路や地下鉄ができた場合に上空や地下の一部に地上権を設定すること等，地上権の活

用例につき議論するとともに，日本の登記事項証明書の記載例を紹介している33。土

地の利用を望む者が，土地使用権を取得するまでもないが，一定期間，確定的に土地

の全部又は一部を利用したいと考えた場合，地上権のニーズがあるものと考えられる。

第５　契約内債務（第５編）

　１　概要

　　　第５編は，第１章から第９章までの契約総論部分と，第１０章の契約各論部分に分

けることができる。

　　　契約総論（第１章から第９章）においては，多くの部分で契約内外債務法（２００

８年）の規定を踏襲しているが，後述するもののほか，免除（３８４条），相殺（３

８５条），手付（３８９条），詐害行為取消権（３９７条），契約上の地位の移転（４

０３条：全ての権利及び義務の移転）等，新たな制度を一部導入した。

　　　契約各論（第１０章）においては，契約内外債務法において１３類型のみであった

30 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１４年８月現地セミナー），司法省内民法典
検討会議（２０１８年６月）。「権利（シット）」という言葉を加えることも検討されたが（シットター
トサパープなど），採用されなかった（民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議〔２０１８年
８月現地セミナー〕）。
31 なお，「自然」という文言が入ったのは，水及び水資源法（２０１７年，５８条－６０条）において，
避けられない自然環境による制約という意味で「タートサパープ」との語が使用されていることとの
整合を図る必要性が強調されたためである（２０１８年６月司法省内会議）。
32 近時，ヴィエンチャンにおいても開発特区を中心に高層ビルが見られるようになったが，区分所有
建物の売買に際して区分所有権に加えて敷地権が譲渡されておらず，土地使用権原を持たない区分所
有建物の取得者が退去リスクを負う事例があるとのことである（２０１８年２月，在ラオス日本大使
館にて聴取）。
33 民法典起草委員会等との協議（２０１９年２月天然資源環境省が参加，２０１９年３月本邦研修等）。
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典型契約が１８類型規定されている。追加されたのは，サオスー契約（４１４条），

コンセッション契約（４３９条），保険契約（４６５条）等であるが，詳細を特別法

に委ねているものも多い。

　２　契約総論（第１章から第９章）

　　⑴　国際的な色彩34

　　　　契約内外債務法（２００８年）から踏襲したフランス法的特色を有する規定及び

国際取引法的特色を有する規定のほか，日本法，タイ法等の影響を受けた規定が存

在する。

　　　　フランス法的特色を有するものは，絶対無効（確定的無効）と相対無効（不確定

無効）の規定（２２条－２４条），契約の要件に関する動機の規定（３６６条２項），

契約の効力の規定（３７５条），契約の相対的効力の規定（４０４条）等である。

　　　　国際取引法的な特色を有するものは，契約の目的物の品質保証責任に関する規定

（４０７条），契約の代金額の決定（３７９条２項），契約履行の停止（不安の抗弁

権）に関する規定（３８７条）等であり，国際物品売買契約に関する国際連合条約

（通称ウィーン動産売買条約，４５，４６－５２条，５５条，７１条，７４条－７

７条等）が参考にされている35。

　　　　また，タイ法にならい，契約の解釈に関する規定（３７４条），タイ法，日本法

等にならい，手付（３８９条），詐害行為取消権（３９７条）の規定が新たに置か

れた。

　　⑵　債権譲渡

　　　　債権譲渡は，「債権者の変更」との表題で，民法典４０１条１項において，「債権

者は自身の権利を新しい債権者に移転することができるが，法律又は契約で移転を

禁止した場合を除く。」，同２項において，「債権者はその権利に関する書類を新し

い債権者に引き渡さなければならず，その者に移転した権利が実在しなかった場合，

その者に対して責任を負う。」と規定されている。契約内外債務法（２００８年，

３１条）において債務引受とともに同一の条文内で規定されていたものを独立の条

文としたうえ，日本法等にならい譲渡禁止特約に関する定めを追加した。

　　　　以上のように，ラオス民法典は債権譲渡に書面を要求し，譲渡の確実性を求める

一方で，対抗要件を規定せず，同一債権に係る第三者の存在を考慮しなかった。こ

れは，現時点のラオスの経済社会が日本におけるような頻繁な債権譲渡を要求して

いないことを表している36。なお，民法典にて新設された権利質についても同様に

34 野澤正充「契約及び契約外債務，人的担保－ラオスにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究
７７号（有斐閣，２０１５年）１３７頁以下参照。
35 なお，不安の抗弁権に関しては日本民法の改正に際して追加が見送られたものである。法制審議会
民法（債権関係）部会「民法（債権関係）改正に関する中間試案」第３３（２０１３年２月２６日決定）
参照。
36 野澤・前掲注３４（１３９頁）。野澤正充「ラオス民法教科書作成支援について－２．債権法につい
て－」ＩＣＤ ＮＥＷＳ３０号（２００７年３月）５７頁参照。
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規律されている（５４０条，５４４条４号・４０１条。対抗要件に関する規定は存

在しない）。しかしながら，ラオスにおける今後の経済発展を見据え，債権の流動

性を確保し金融取引の活性化を図る必要性があることに鑑みれば，将来の民法典の

改正において債権譲渡の仕組みを見直す余地があると考えられる。

　　　　また，譲渡禁止特約に関しても，日本側提案に基づき，本条１項２文において「新

しい債権者が債権の譲渡の禁止を知らなかったときは，債権の譲渡を有効とし，債

務者はその債務の履行を拒むことができない。」旨追加されることが起草委員会内

で検討されたが37，理解が難しいとの理由等で採用されなかった。この点も債権の

流動性からの問題が残った箇所である。

　３　契約各論（第１０章）

　　　典型契約として，売買，交換，サオスー，贈与，負担付贈与，買戻特約付売買，消

費貸借，使用貸借，賃貸借，コンセッション，寄託，委任，サービス，建築請負，雇

用，運送，保険及びパートナーシップの１８類型が規定されている。

　　　サオスー契約（４１４条）は，物の使用の対価として代金を一定回数支払った後に

所有権を取得する旨契約するものである。「賃貸する」を意味する「サオ」と「買う」

を意味する「スー」からの造語でタイ法にも存在し，一般に hire-purchase と英訳さ

れている。なお，同契約の法的性質につき，分割払特約付の「所有権留保売買」にあ

たるかが議論となったが，起草委員会より「賃貸借に近い」ものである旨の回答があっ

た38。

　　　また，委任契約（４４６条），サービス契約（４４９条）及び建築請負契約（４５

３条）の関係につき，これまでの起草委員会内での議論によれば，委任契約は，代理

権付与に係る契約のみを指し，建築請負契約は，文字通り建築物の建築請負に係る契

約のみを指し，サービス契約は，委任契約及び建築請負契約に含まれない，通常の委

任（準委任）・請負を含む契約類型であると考えられる39。

　　　なお，寄託契約では，タイ法にならい，ホテル又はゲストハウスのオーナーが宿泊

客の自動車又は貴重品につき責任（レセプトゥム責任）を負う旨の規定が新設された

（４４５条）。また，運送契約（４６０条）は，物品運送と旅客運送の両方を含むも

のである。

37 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１８年３月本邦研修），国民議会常務委員会
と民法典起草委員会との協議（２０１８年１０月）等。なお，国際金融公社（ＩＦＣ）からも債権の
流動性に問題があるとの指摘があった（２０１８年１１月）。
38 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１４年１１月本邦研修），石岡修元長期派遣
専門家作成メモ（２０１７年６月）。一般の認識としてはリース契約に近いようである。
39 石岡修元長期派遣専門家作成メモ（２０１７年６月）。委任契約と代理権付与に係る契約の相違は度々
議論となっている（２０１８年１月タラートでの民法典起草委員会内協議等）。
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第６　契約外債務（第６編）

　１　概要

　　　第６編は，「一般原則」（第１章）についで，契約内外債務法（２００８年）を踏襲

しながら，「不法行為」（第２章），「事務管理」（第３章「他人に代わって行う仕事」）

及び「不当利得」（第４章「権利のない物又は利益の受領」）の概念を整理し，それに

伴い新たな規定を入れた。

　　　「不法行為」については，別の概念として認識されていた一般の不法行為と特殊の

不法行為を，一つの「不法行為」という概念に包含されるという理解をもって統一し

た40。また，従前から規定が存在した特殊の不法行為（４８６条以下，使用者責任等）

に加え，名誉棄損等，損害の種類を明記した（４７５条以下）。「事務管理」について

は，事務管理者が負うべき注意義務（４９８条）や本人に対する費用償還請求権等（４

９９条），事務管理者の権利義務に関して詳細な規定を新設した。「不当利得」につい

ては，期限前弁済（５０５条），債務の不存在を知ってした弁済（５０７条），不法原

因給付（５０９条）等特殊の不当利得に関する規定が整理された。

　２　損害について

　　⑴　概念の整理

　　　　民法典では損害の種類を明示したが（４７５条以下），未だに概念が整理されて

いないようである。その一因としてラオス語としての「損害（金）」の用語の多様

さとそれに対する理解の不統一がある。民法典の中でも，「損害（金）」を示す用語

は，「カーシアハイ」（３条４号，「損害金」と翻訳），「カーポワイカーン」（３条５

号，「逸失利益」と翻訳），「カータムクワン」（１４９条，「賠償金」と翻訳）など様々

で41，語義が明確でない。例えば，「カーポワペンチッチャイ」（３条７号，「慰謝料」

と翻訳）は，被害者が死亡した場合にその遺族が受け取る精神的損害に限定される

のか否か，「カーシアハイタンダンチッチャイ」（４７９条参照，「精神的損害金」

と翻訳）との区別はどこにあるのか等に関し理解が統一されていない。

　　⑵　損害額の計算（４８１条）

　　　　起草委員会によれば，ラオス裁判実務において損害額をいかに算定するかは問題

となっているとのことであり42，社会の発展に伴い損害の発生形態が多様化する中，

裁判実務でこれをいかに確立していくかは今後の課題の一つである。

　　⑶　胎児の損害賠償請求権

　　　　ラオス民法典には，日本民法のような，胎児の損害賠償請求権を認める明文規定

は存在しない43。起草委員会によれば，妊婦が交通事故等に巻き込まれ胎児も被害

40 別概念とされていたのは，行為者の行為による責任と無生物責任とを区別するフランス民法の影響
と思われる（野澤・前掲注３４〔１４０頁〕）。
41 石岡修元長期派遣専門家作成メモ（２０１７年６月）。
42 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１８年３月，２０１９年３月本邦研修等）
において，日本の実務（交通事故に係る慰謝料の算定表等）につき紹介している。
43 ラオス民法典における胎児の権利に関する規定として，相続権を認めた５７４条１号がある。
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に合うケースが社会問題となっているとのことであり44，今後の民法典の改正にお

いて明文化が検討される可能性がある。

第７　担保（第７編）

　１　概要

　　　第７編は，「一般原則」（第１章）の後に続き，２か条のみの「法律による担保」（第

２章）にて先取特権に当たる優先権を規定し，「契約による担保」（第３章）にて①質

と抵当による物的担保と②人的保証を規定し，最後に「担保登記」（第４章）におい

て質と抵当の登録について規定している。留置権にあたる規定は存在せず45，譲渡担

保にあたる規定も存在しない46。国際金融公社（ＩＦＣ）が２０１７年１０月ころよ

り同編に対しコメントを提出してきたことと相まって，民法典成立直前まで（成立以

降も）最も議論があったのが本編に関する規定である。

　２　物的担保制度

　　⑴　質と抵当という形で整理

　　　　担保取引法（２００５年）において，動産のみを対象とする質（スワッチャム）

と土地担保という設計であった物的担保制度を，質（ジャムナム，５２６条－５４

５条）と抵当（ジャムノーン，５４６条－５５５条）という形で整理し，質は，動

産，不動産及び権利について，抵当は，動産及び不動産について利用できるものと

した。

　　　　不動産について，不動産質（５３５条以下）は，導入の当否について民法典の成

立直前まで議論があったが47，起草委員会において，農地等にて活用される可能性

があるものとして規定が残された。不動産（土地）に関する質又は抵当の登録は天

然資源環境省所管の土地管理局にて行い（５６２条），土地登記簿の裏面に付記す

る形で実施する48。

　　　　動産について，動産抵当（５５２条以下）は，所有権登記がある動産であること

が要件となっており（５５３条５号），車やバイクでの活用が想定される。動産に

関する抵当の登録は財務省所管の事務所にて実施する（５６２条）49。

　　⑵　同一物に対する複数の担保設定

　　　　５２４条（民法典施行時には５２３条となる予定）は，担保設定時の物の価額が

全被担保債権の合計額よりも大きいことを要件として，同一物への複数の担保設定

44 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会等との協議（２０１８年３月，２０１９年３月本邦研修等）。
45 担保取引法首相令（２０１１年）２３条は留置権に関して規定しているが，利用状況は明らかでは
ない。民法典施行後も首相令等で規定される可能性がある。
46 取引慣行上，「架空譲渡」が問題となっていることについて，入江・前掲注１１（３８頁）。
47 民法典起草委員会等との協議（２０１８年１１月等）。
48 なお，本稿執筆（２０１９年６月）時点において，建物に関する独立した登記制度はないが，制度
構築が検討されているとの情報がある（２０１９年２月天然資源環境省法律局より聴取）。
49 公共事業運輸省及び所管事務所に登録がある車やバイクに関し，財務省及び同省所管事務所が担保
登録をする場合（５６２条），両登録の手続や情報の連携等について確認する必要がある。
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を認めている50。

　　　　民法典成立以前から再三議論を繰り返した条文であるが，成立後も国民議会常務

委員会との間で協議が継続し，成立後施行までに修正される予定である。その修正

案は，担保権者間の回収割合の特定といった実体要件や担保権者相互での通知と

いった手続要件等，担保権活用の阻害要因となり得る規定が加えられた上，現在の

担保実務との調整や物の価額の評価方法等の問題点が残されたままとなっている。

この修正案に対しては，民法ＡＧより起草委員会及び国民議会常務委員会に対しコ

メントを提出したが51，再修正を実現するには至らなかった。次回の民法典の改正

に向けて残された課題の一つである。

　　⑶　動産担保の制度設計

　　　　ＩＦＣの起草支援により制定された担保取引法首相令（２０１１年）は，動産担

保登録制度を前提とした設計となっており，同首相令制定とともに財務省のウェブ

サイトにおいて電子動産担保登録制度が開始された52。もっとも，利用登録した会

員のみが閲覧可能なシステムであるため（ＩＤとパスワードによりログインする），

公示性に乏しく，また，電子登録を具備した担保権者に対しても財務省所管の事務

所における登録の具備を要求しているとのことであり，その活用は進んでいないよ

うである53。

　　　　民法典では，動産担保取引の社会的実態を尊重し，占有担保である動産質（５２

８条）及び物に代わって書類を引渡すことによって質としての効力を認める「書類

による質」の制度（５３３条）を残したが，政府関係者の間では，電子登録制度の

改善と社会への浸透に伴い，動産担保登録制度を活用していきたいという思惑があ

る54。したがって，今後，民法典又は首相令（２０１１年）の改正等によって，政策

的に動産担保登録制度の活用が促進される可能性があると考えられる。その場合も，

当該時点における動産担保取引の実態に即した改正となるよう留意すべきである。

第８　相続（第８編）

　１　概要

　　　第８編は，第１章「相続の原則」において，被相続人に属した権利義務を「遺産」

50 なお，ベトナム民法典（２０１５年，２９６条）も同様である。
51 民法ＡＧ作成２０１９年５月２０日付「民法典修正案５２３条及び５２４条に対するコメント」。
52 電子動産担保登録制度は，担保取引法（２００５年）及び同法首相令（２０１１年）に基づき，
２０１３年１１月２０日から正式に利用が開始された。この制度を用い動産を担保として登録するこ
とにより，担保登録された動産について第三者に対して優先権を主張できるようになる（Article１, 
Regulation on The Management of the Registry Office For Security Interests in Movable Assets）。財務省のウェ
ブサイト参照：https://www.mof.gov.la/str/en_index.html
53 ＩＦＣ主催民法典担保編に関する会議（２０１７年１０月）における財務省担当者による報告。同
月時点において会員登録しているのは２６社のみとのことである。
54 ＩＦＣ主催民法典担保編に関する会議（２０１８年１１月），起草委員会内最終草案検討会議（同月）
等。
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とすること（５６５条），相続には法定相続と遺言相続の２種類があること（５７１条）

などが規定されている55。第２章「法律による相続（法定相続）」において，相続人に

養子縁組をしていない連れ子（継子）や胎児を含むこと（５７４条１号），被相続人

の婚前財産と婚姻財産とで相続による分配原理を分けていること（５７６条－５７８

条，５８０条），家長及び使用人間の相続が発生しうること（５８３条１項２項）な

どが規定されている。第３章「遺言による相続」において，「遺言の種類」として書

面遺言と緊急時の口頭遺言の２種類があること（５９３条，５９４条，５９６条），

遺言による財産処分の制約があること（５９２条）などが規定されている56。第４章「遺

産の承継，放棄，相続権喪失」において，遺産分割（６０６条），遺産分割，遺産承

継や遺産放棄等に関する相続人の権利（６０８条－６１４条），裁判所の判決，法律

又は遺言等による相続権の喪失（６１５条以下）が規定されている57。第５章「遺産

の管理及び遺産所有者の負債に対する相続人の責任」において，遺産管理人（６２０

条－６２４条）の規定，裁判所による遺産分割が行われる場合の規定（６２８条）等

がある。

　　　相続法（２００８年）においては，相続の開始，相続の承認，遺産分割の申出等の

基本概念の混同が見られ，被相続人の死亡から遺産分割までの遺産の帰属が不明であ

るなどの問題がある旨指摘されていた58。これらの問題に対応すべく，担当起草者に

おいて相続編の原案を作成していたが，起草委員会において合意に至らず，最終的に，

相続法（２００８年）の規定の多くが踏襲された。

　２　相続開始から遺産の帰属までの理解の整理

　　　前述のとおり，相続法（２００８年）において存在していたいくつかの問題が起草

過程において解消されないまま民法典に規定されている。

　　　民法典において，相続の開始は被相続人の「死亡した日時から」であるとする規定

があるが（５６８条，相続法〔２００８年〕７条），起草委員会を含むラオスの法律

家において，財産の承継を「相続」と理解し，承継のための手続が「死亡した日時か

ら」開始されると理解する考えが根強くあった59。起草委員会内で何度も議論し，少

なくとも同委員会内では，財産承継手続とは離れた「相続」が死亡時に開始するとい

う理解をもって統一したが，一般的には未だこの理解が浸透していないものと思われ

る。理解に混乱が生じた主たる原因として，被相続人の死亡から遺産分割までの遺産

の帰属状態に係る規定が存在しなかったことが考えられるが（日本民法８９８条「相

55 日本法と異なり，遺言によって法定相続人以外の者を相続人とすることができる。もっとも遺言が
作成されることは稀であり法定相続が中心である（西・前掲注１６〔１２２頁〕）。
56 ５９２条において被相続人の子の数によって処分可能割合が変わる点は，伝統的なロシア・ベトナ
ム法等ではなく，フランス法の遺留分制度に近い（西・前掲注１６〔１２３頁〕）。
57「相続権の喪失」は，日本法における相続欠格及び推定相続人の廃除にあたる規定である。
58 西・前掲注１６（１２３頁）。
59 石岡修元長期派遣専門家作成メモ（２０１７年６月）によれば，１９９０年相続法が２００８年に
改正される際にかかる理解が定着したようである。
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続財産の共有」参照），民法典においても同規定は置かれていない60。

　　　また，民法典では，相続債務は積極財産の範囲で負担する旨規定され（６２５条１

項），日本法における限定承認が原則形態になっているように読めるが61，他方で，相

続債務の処理が終わった後に遺産を分割する旨の規定もあり（５７０条），両者の関

係が明らかでない62。相続の承認に関する議論と遺産の分割・承継に関する議論とを

混同している可能性がある。

　　　以上のような概念の理解に混乱がみられる状況において，将来における民法典の改

正に向けさらに理論研究を深め，統一的な理解に基づく相続編が整理されるように準

備する必要がある。

　３　被相続人を表す用語の不統一

　　　民法典において被相続人を表す用語は，被相続人死亡前において「物の所有者」，

死亡後において「遺産所有者」が使われている（相続法〔２００８年〕も同様。）。起

草委員によれば，死亡前においては「遺産」を観念できないが，死亡によって物が「遺

産」に変わるため，二つの語を使い分けているとのことである63。これらに関しては，

定義規定もなく明確性を欠くことから，日本側の提案を受けて「遺産所有者」に用語

が統一されたこともあったが，ラオス国内においては両用語の使い分けについての理

解が浸透していることなどを理由に再び二つの語に分けられた64。少なくとも国外の

者がラオス民法典を参照した場合に非常に理解しづらい用法であると考えられる。

第９　最終条項（第９編）

　　第９編は，６２９条「執行機関」と６３０条「発効」の２か条のみである。

　　６２９条１項は，政府，裁判所及び検察院が民法典を執行する旨規定している。この

点，これらの機関が執行を「監督」する旨の規定を加えることも検討されたが，私法で

ある民法典に相応しくないとの理由で採用されなかった65。

　　６３０条１項は，国家主席令の発布から１年（３６５日）が経過した後に民法典が発

効することを規定している。同条２項は，民法典発効前においては，法律で定めがある

場合を除き，その法律行為が成立した当時の関係法が適用される旨規定している。同条

３項は，民法典は，「契約内外債務法，家族法，所有権法，担保取引法，相続法及びそ

60 その他の混乱の原因として，「相続」を示す「スープトート（ムーンモラドック）」との用語が財産
の「承継」を示す際にも用いられる語であることや，相続の開始が死亡時「から」であるとの規定が
死亡時「以降に」おいて相続（承継）が始まるものと読めることにあったと考えられる。
61 この点は伝統的なロシア法と同様である（西・前掲注１６〔１２３頁〕）。
62 民法ＡＧによるコメント（２０１８年２月）。
63 ダウォン元国民議会法務委員会委員長による説明（石岡修元長期派遣専門家作成メモ（２０１７年
６月））。
64 民法ＡＧが参加しての起草委員会との協議（２０１８年３月本邦研修）において両用語を統一するも，
国民議会常務委員会と起草委員会との協議（２０１８年１１月）におけるサムスック副大臣の発言に
より再び従前の用法に戻された。
65 起草委員会内協議（２０１７年６月タラート）。
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の他の法律の条文で関係する民事の特徴を持つものに代える」旨規定している。「その

他の法律の条文」には，例えば，民事訴訟法（２０１２年）の行為能力限定・喪失者に

関する規定（同法３３４条以下）や失踪宣告・死亡宣告（同法３３７条以下）に関する

規定を含むとされるが66，この点整理される必要がある。

66 民法ＡＧが参加しての起草委員会等との協議（２０１９年３月本邦研修）。
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